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（注）１．当社は当第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第１四半期連結累計
期間及び前連結会計年度の記載に代えて、前第１四半期累計期間及び前事業年度にかかる主要な経営指標等
の推移について記載しております。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して
おりません。  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第45期 
第１四半期 
累計期間 

第46期 
第１四半期連結 
累計期間 

第45期     

会計期間 

自平成23年 
２月１日 
至平成23年 
４月30日 

自平成24年 
２月１日 
至平成24年 
４月30日 

自平成23年 
２月１日 
至平成24年 
１月31日 

  
  
  
  

  
  
  
  

売上高 （百万円）  52,633  56,303  218,838   

経常利益 （百万円）  5,075  4,699  19,856   

四半期（当期）純利益 （百万円）  2,976  3,548  11,615   

四半期包括利益又は包
括利益 

（百万円）  －  3,551  －   

純資産額 （百万円）  49,598  59,799  57,247   

総資産額 （百万円）  116,791  146,525  125,205   

１株当たり四半期（当
期）純利益金額 

（円）  104.20  124.23  406.69   

潜在株式調整後１株当
たり四半期（当期）純
利益金額 

（円）  －  －  －   

自己資本比率 （％）  42.47  40.81  45.72   
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 当第１四半期連結累計期間において、城南建設㈱及び城南フィナンシャルサービス㈱を連結子会社化しました。こ
の結果、当社グループは、当社及び連結子会社２社により構成されることとなりました。なお、城南建設㈱及び城南
フィナンシャルサービス㈱は、請負工事事業セグメントに分類しております。 
 請負工事事業では、当社は規格型注文住宅を中心に取り扱っておりますが、子会社の城南建設㈱においては、比較
的自由度の高い注文住宅を取り扱っております。 
  

（注） 子会社による事業は、請負工事事業セグメントに分類しております。 
  
  

２【事業の内容】 
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 当第１四半期連結累計期間において、当社における新たに発生した事業等のリスクはありません。 
 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
   

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成24年６月13日）現在において当社が判断したものであり
ます。 

  
（１）業績の状況 
当第１四半期連結累計期間（平成24年２月１日～平成24年４月30日）におけるわが国経済は、東日本大震災の復
興需要等を背景として、緩やかに回復しつつあるものの、欧州政府債務危機の継続、原油高の影響、デフレの影響
等により、依然として先行き不透明な状態が続いております。 
不動産業界におきましては、フラット35S、優遇税制等の諸政策により、分譲住宅の着工棟数の増加は続き、マ
ンション契約率の高水準も継続しております。当社の主力事業であります戸建分譲事業におきましては、首都圏を
中心に住宅着工数、市場在庫が増えていることにより、他社との競争が厳しい環境が続いております。 
 このような環境の中、当社におきましては、徹底した原価管理と品質向上に努め、より多くのお客様に高品質の
住宅を低価格で供給することに注力してまいりました。また、請負工事事業の業容拡大、スケールメリットによる
収益力の向上等を図るべく、城南建設㈱を子会社化いたしました。この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高

は 百万円、営業利益は 百万円、経常利益は 百万円、四半期純利益は 百万円となりました。 
 なお、当第１四半期連結累計期間が四半期連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同四半期比較について
は、記載しておりません。  
 セグメント別販売実績は、次のとおりになります。 
 なお、新たに連結子会社となりました城南建設㈱及び城南フィナンシャルサービス㈱につきましては、「請負工
事事業」セグメントに分類しております。 
  

     

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態及び経営成績の状況の分析】 

56,303 4,826 4,699 3,548

 セグメントの名称 金額 内容  

戸建分譲事業  百万円40,624
建売分譲 棟 百万円、土地分譲 区画 

百万円  
1,554 39,433 47

1,191

マンション分譲事業 百万円6,766 マンション分譲 戸 207

請負工事事業 百万円8,615
規格型注文住宅 棟 百万円、分譲住宅の販売に
伴う追加工事及びオプション工事 件 百万円、
子会社による売上高 百万円 

91 1,010
495 277

7,327

その他 百万円296 分譲住宅販売時に付随して発生するサービスの提供等 
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（２）財政状態の状況 
（資産） 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は 百万円となりました。なお、流動資産は 百万円、固定
資産は 百万円であります。 
流動資産の主な内訳は、現金及び預金 百万円、たな卸資産 百万円であります。 
固定資産の主な内訳は、有形固定資産 百万円、投資その他の資産 百万円であります。 

（負債） 

当第１四半期連結会計期間末の総負債は 百万円となりました。なお、流動負債は 百万円、固定負
債は 百万円であります。 
流動負債の主な内訳は、工事未払金 百万円、短期借入金 百万円であります。 
固定負債の主な内訳は、長期借入金 百万円、退職給付引当金 百万円であります。 

（純資産） 

当第１四半期連結会計期間末の純資産は 百万円となりました。純資産の主な内訳は利益剰余金 百
万円であります。 

  
（注）当第１四半期連結累計期間が四半期連結財務諸表の作成初年度であるため、前連結会計年度末との比較に
ついては、記載しておりません。  
   

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  
（４）研究開発活動 
 該当事項はありません。  
  
（５）従業員数 
 当第１四半期連結累計期間において、城南建設㈱を子会化したこと等により、請負工事事業セグメントの従業員
が前事業年度末に比べ、633名増加しております。 
 なお、従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く）であります。  
  
（６）生産、受注及び販売の実績 
 （生産実績） 
 当第１四半期連結累計期間における生産実績は、マンション分譲事業及び請負項事業において増加いたしまし

た。マンション分譲事業において、供給を増加させていることにより、前年同四半期と比較して 百万円（
％）増加、請負工事事業において、城南建設㈱を子会社化したこと等により、 百万円（ ％）増

加しております。 
（受注状況）  
 請負工事事業の拡大に伴い、受注生産も増加しております。 

 当第１四半期連結累計期間における請負工事事業の受注高は、 百万円、受注残高は 百万円であり
ます。 
 （注）受注高及び受注残高は、消費税込の金額で記載しております。  
（販売実績） 
 当第１四半期連結累計間における販売実績は、マンション分譲事業及び請負工事事業において増加いたしまし

た。マンション分譲事業において、供給を増加させていることにより、前年同四半期と比較して 百万円 
（ ％）増加、請負工事事業において、城南建設㈱を子会社化したこと等により、 百万円（ ％）増
加しております。 

146,525 134,200
12,324

22,311 107,921
8,838 3,099

86,725 81,333
5,392

11,827 39,638
2,458 1,359

59,799 53,280

4,347
110.4 6,760 477.8

9,102 17,973

2,878
74.0 7,246 529.1

3268/2013年-5-



①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。   
  

 該当事項はありません。 
  

 該当事項はありません。 
  

  

 当四半期会計期間は、第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  102,249,100

計  102,249,100

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成24年４月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年６月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  28,562,280  28,562,280

大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
（スタンダード） 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社の標
準となる株式であり
ます。 
なお、１単元の株式
数は100株でありま
す。 

計  28,562,280  28,562,280 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成24年２月１日～ 
平成24年４月30日 

 －  28,562,280  －  3,298  －  3,208

（６）【大株主の状況】 

3268/2013年-6-



 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、
記載することができないことから、直前の基準日（平成24年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお
ります。  

  
①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式18株が含まれております。 
  

②【自己株式等】 

  
  

   前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。  

（７）【議決権の状況】 

  平成24年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   28,560,300  285,603 － 

単元未満株式 普通株式        1,880 － － 

発行済株式総数  28,562,280 － － 

総株主の議決権 －  285,603 － 

  平成24年４月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

一建設株式会社 
東京都練馬区石神井町 
二丁目26番11号 

 100  －  100  0.00

計 －  100  －  100  0.00

２【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
（１）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内
  閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

なお、当社は当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度の連結
 貸借対照表、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書は記載しており
ません。  

  
（２）当社の四半期連結財務諸表に表示される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載してお
りましたが、当第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結累計期間から百万円単位で記載することに変更い
たしました。 

  
２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年２月１日から平
成24年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年２月１日から平成24年４月30日まで）に係る四半期連
結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】 

3268/2013年-8-



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年４月30日) 

資産の部  
流動資産  
現金及び預金 22,311 
販売用不動産 21,348 
仕掛販売用不動産 76,674 
未成工事支出金 9,897 
その他 3,967 
流動資産合計 134,200 

固定資産  
有形固定資産 8,838 
無形固定資産 386 
投資その他の資産 ※  3,099 

固定資産合計 12,324 

資産合計 146,525 
負債の部  
流動負債  
支払手形 9,740 
支払信託 6,935 
工事未払金 11,827 
短期借入金 39,638 
1年内償還予定の社債 64 
1年内返済予定の長期借入金 5,313 
未払法人税等 1,775 
賞与引当金 563 
その他 5,476 
流動負債合計 81,333 

固定負債  
社債 104 
長期借入金 2,458 
退職給付引当金 1,359 
保証工事引当金 687 
資産除去債務 554 
その他 229 
固定負債合計 5,392 

負債合計 86,725 
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年４月30日) 

純資産の部  
株主資本  
資本金 3,298 
資本剰余金 3,208 
利益剰余金 53,280 
自己株式 △0 

株主資本合計 59,787 

その他の包括利益累計額  
その他有価証券評価差額金 11 
その他の包括利益累計額合計 11 

少数株主持分 0 
純資産合計 59,799 

負債純資産合計 146,525 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年４月30日) 

売上高 56,303 
売上原価 46,035 
売上総利益 10,268 
販売費及び一般管理費 5,441 
営業利益 4,826 

営業外収益  
受取利息 4 
受取違約金 10 
採納助成金 21 
その他 23 
営業外収益合計 60 

営業外費用  
支払利息 180 
その他 7 
営業外費用合計 188 

経常利益 4,699 
特別利益  
固定資産売却益 16 
負ののれん発生益 582 
特別利益合計 599 

特別損失  
固定資産除却損 6 
特別損失合計 6 

税金等調整前四半期純利益 5,292 
法人税等 1,744 
少数株主損益調整前四半期純利益 3,548 
少数株主利益 0 
四半期純利益 3,548 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年４月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 3,548 
その他の包括利益  
その他有価証券評価差額金 3 
その他の包括利益合計 3 

四半期包括利益 3,551 
（内訳）  
親会社株主に係る四半期包括利益 3,551 
少数株主に係る四半期包括利益 0 
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当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四
半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。 

   

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年４月30日） 

連結の範囲の重要な変更  
 当第１四半期連結会計期間より、城南建設㈱の株式を取得したため、同社及び同社の子会社である城南フィナンシャ
ルサービス㈱を連結の範囲に含めております。 
 なお、連結の範囲の変更については、当第１四半期連結累計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響
を与えます。影響の概要については、「注記事項 企業結合等関係」に記載しております。 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年４月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純
利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当
該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。 
  

【追加情報】 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年４月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  
 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬
の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
  

【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成24年４月30日） 

※ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額 
投資その他の資産 百万円218

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年４月30日） 

  
減価償却費 百万円134
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当第１四半期連結累計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年４月30日） 
１．配当に関する事項 
（１）配当金支払額   

  
（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの  
 該当事項はありません。 

  
２．株主資本の金額の著しい変動に関する事項 
 該当事項はありません。 

  
  

 当第１四半期連結累計期間（自平成24年２月１日 至平成24年４月30日） 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （単位：百万円） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲住宅販売時に付随し
て発生するサービスの提供等を含んでおります。 

      ２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等によるものであります。  
   ３．セグメント利益は、経常利益と調整しております。 

   
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 
（重要な負ののれん発生益） 
 「請負工事事業」セグメントにおいて、城南建設㈱の株式取得による負ののれん発生益が生じております。

なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第１四半期連結累計期間において 百万円でありま
す。  
  

（株主資本等関係） 

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年３月12日 
取締役会 

普通株式  999  35 平成24年１月31日 平成24年４月25日 利益剰余金 

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  
報告セグメント  

その他 
（注）１ 

  
合計 
  

  
調整額 
（注）２ 

四半期 
損益計算書
計上額  
 （注）３ 

戸建 
分譲事業 

マンション 
分譲事業 

請負工事 
事業  

計 

売上高 
外部顧客への売上高 

 

 40,624

 

 6,766

 

 8,615

 

 56,006

 

 296

 

 56,303

 
  －

 

 56,303
セグメント間の内部
売上高又は振替高  

 －  －  12  12  －  12   △12  －

計  40,624  6,766  8,628  56,019  296  56,316   △12  56,303

セグメント利益   2,935  890   592   4,418  275   4,694   5  4,699

582
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当第１四半期連結会計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年４月30日） 
 取得による企業結合 
１．企業結合の概要 
（１）被取得企業の名称及び事業の内容 
 被取得企業の名称 城南建設株式会社 
 事業の内容    建築工事請負、建売分譲、不動産仲介  
  

（２）企業結合を行った理由 
城南建設株式会社は、一次取得者向けの注文住宅を主力事業に建築条件付戸建分譲等を展開しており

ます。当社は平成22年２月から本格的に請負工事（規格型注文住宅）事業を開始しており、同社の株式の
取得は、規格型以外の注文住宅の商品力及び営業力の獲得となり、当社の請負工事事業の業容拡大に寄与
するものと考えております。また、当社の戸建分譲事業にもシナジー効果が期待でき、更に収益力を向上
させることができるものと考えております。 
  

（３）企業結合日 
 平成24年２月１日  
  

（４）企業結合の法的形式 
 現金を対価とする株式取得 
  

（５）結合後の企業の名称 
 城南建設株式会社 
  

（６）取得した議決権比率 

  
（７）取得企業を決定するに至った根拠 
 当社が現金を対価とした株式取得により、城南建設株式会社の議決権の過半数を取得したため。 
  

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績期間 
 平成24年２月１日から平成24年４月30日  
  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳   
 取得の対価 現金   2,306百万円  
  
４．負ののれん発生益の金額及び発生原因   
（１）負ののれん発生益の金額   582百万円  
（２）発生原因 
 企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれんとして認識しております。

（企業結合等関係） 

企業結合前に所有していた議決権比率 0.0％

取得した議決権比率 99.9％

取得後の議決権比率 99.9％
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）潜在株式調整後１株当り四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
   

当第１四半期連結会計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年４月30日） 
 該当事項はありません。 

  

 平成24年３月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

（１）配当金の総額…………………… 百万円 
（２）１株当たりの金額…………………………………35円00銭 
（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年４月25日 
（注）平成24年１月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

（１株当たり情報） 

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年４月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 124 23

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円）  3,548

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  3,548

普通株式の期中平均株式数（千株）  28,562

（重要な後発事象） 

２【その他】 

999
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている一建設株式
会社の平成24年２月１日から平成25年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年２月１日
から平成24年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年２月１日から平成24年４月30日まで）に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び
注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連
結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの
基準に準拠して四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され
る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、一建設株式会社及び連結子会社の平成24年４月30日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事
項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

      平成24年６月13日

        

一建設株式会社       

取締役会 御中       

        

  新日本有限責任監査法人 

        

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 井村 順子  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 石黒 一裕  ㊞ 

       

        

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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